
　人口減少時代に移行する中で、沖縄県は東京に次いで、全国2位の人口増減率となっています。
　また、都道府県別の平均年齢は最年少の43.5歳、年少人口（0～14歳）の割合も16.6％と全国１位の割合の高さであり、日本一
若い県といえます。
　県内の工業系教育機関には、毎年約3,000名の学生が入学しており、将来のものづくり産業を担う人材が育成されています。

都道府県別
人口増減率
全国

2位
平均年齢の若さ

全国

１位

新卒者の72.8%は県内就職を希望しています。
■ 新規学卒者の就職状況

県内就職希望者数
6,108名
（72.8%）

県内就職希望者数
6,108名
（72.8%）

県外
就職希望者数
2,287名
（27.2%）

県内
就職内定者数
5,511名
（90.2%）県内

就職未定者数
597名
（9.8%）

県外
就職内定者数
2,164名
（94.6%）

県外
就職未定者数
123 名（5.4%）

高校 短大 大学 専修学校等

■ 県内新卒者（就職希望者）の就職状況データ

就職希望数
（県内）

就職希望数
（県外）

就職内定数
（県外）

就職内定数
（県内）
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資料：沖縄労働局職業安定部職業安定課　
　　  令和５年３月卒業（令和５年３月現在）

高　校

県内

県外

短　大 大　学 専修
学校等 計

県内

県外

県内

県外

卒業者数（人）

就職希望者数（人）

就職内定者数（人）

就職内定率

16,544
1,693
1,176
517
1,663
1,149
514

98.2%
97.7%
99.4%

526
362
261
101
327
231
96

90.3%
88.5%
95%

3,821
2,707
1,837
870
2,387
1,567
820

88.2%
85.3%
94.3%

4,098
3,633
2,834
799
3,298
2,564
734
91%
91%
92%

24,989
8,395
6,108
2,287
7,675
5,511
2,164
91.4%
90.2%
94.6%

734

優秀な人材で活気あふれる沖縄3優秀な人材で活気あふれる沖縄3 -１ 人材確保・人材育成に対する支援4

　厚生労働省の「人口移動調査」によると、沖縄県生まれの人で進学や就職等で県外に
移住した者のうち、約70.9％が再び沖縄県に帰ってくるとの調査結果が出ており、全国
平均と比較しても顕著に高い数字となっています。

大学・高等専門学校・県立の工業系高等学校等の入学定員数

全体合計 2,630

学校名

北部

中部

南部

離島

定員 定員

職業能力開発校

沖縄職業能力開発大学校（工学系） 130

具志川職業能力開発校 85

浦添職業能力開発校

合　計

120

335

※その他、沖縄職業能力開発促進センターにも工学系
　学科が設置されています。
出所：沖縄県教育委員会、各校HP

学校名 定員

国立大学法人琉球大学（工学部） 350

国立沖縄工業高等専門学校（本科） 160

那覇工業高等学校 320

沖縄工業高等学校 320南部工業高等学校

美来工科高等学校 320 美里工業高等学校 280

浦添工業高等学校 280

宮古工業高等学校 120

名護商工高等学校 200

八重山商工高等学校 160

120

学校名

（1）『人材チャンプルー』（沖縄県プロフェッショナル人材）とは？

人材チャンプルーとは、「沖縄県プ

ロフェッショナル人材戦略拠点」の

愛称です。企業から課題を丁寧に

引き出し、各支援機関と連携しな

がら“その場所に本当に必要なプ

ロ人材を紹介”いたします！

相談は無料ですのでぜひお気軽に

ご利用ください。

豊富な支援メニュー4
　- 1  人材確保・人材育成に対する支援4

問合せ先：沖縄県産業振興公社　沖縄県プロフェッショナル人材戦略拠点（098-859-6237）

全国平均 順位43.7%

2

3

1

県外移動経験者に占めるUターン者の割合

出典：厚生労働省人口移動調査

富山 55.3%
静岡 54.6%

沖 縄 70.9%

優秀な人材で活気あふれる沖縄3

就職内定者数（人）

就職希望者数（人）

卒業者数（人）

県外

3,821
2,707
1,837
870
2,387
1,567
820

88.2%
85.3%
94.3%

526
362
261
101
327
231
96

90.3%
88.5%
95%

16,544
1,693
1,176
517
1,663
1,149
514

98.2%
97.7%
99.4%

就職内定率

計

県内

県内

県外

4,098
3,633
2,834
799
3,298
2,564
734
91%
91%
92%

24,989
8,395
6,108
2,287
7,675
5,511
2,164
91.4%
90.2%
94.6%

学校等

高校 短大 大学 専修学校等

1,176

261

1,149
514
96
820

734

517
101
870

799

2,564
2,834

1,5671,837

231
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-１人材確保・人材育成に対する支援4 -３立地企業に対する支援4-２実証実験に対する支援4-１人材確保・人材育成に対する支援4

（2）地域雇用開発助成金（地域雇用開発コース）  （ 問合せ先：沖縄助成金センター TEL.098-868-1606）

支 給 額
助 成 期 間

規定額（50万円～800万円）/年
年１回、最大３年間

：
：

フロー図（上記2.3.共通）

④支給決定・支給

雇用主

②完了届提出
（設備投資・新規雇用完了後）

①計画書※提出
③支払要件の確認通知

沖縄助成金センター
又は

管轄公共職業安定所
沖縄労働局

※事業所（事業所における施設・設備）の設置、整備及び、雇い入れに関する計画書のこと。

　沖縄県において事業所の設置・整備を行い（費用が契約１件あたり20万円以上で、合計額が300万円（中小企
業は100万円）以上）、それに伴い県内に居住する35歳未満の若年求職者を３人以上雇入れ、その定着を図る事
業主に対し、支給した賃金の一部が助成されます。対象若年労働者を３人以上雇い入れ、更に沖縄県内に居住す
る新規学卒労働者を雇い入れる場合、新規学卒者も助成対象となる場合があります（その他適用条件有）。

（3）地域雇用開発助成金（沖縄若年者雇用促進コース）  （ 問合せ先：沖縄助成金センター TEL.098-868-1606）

※注意事項：計画書提出から完了日までに納品・引渡・支払いが済んでいるもの及び、この間に雇入れた者が対象となります。

支 給 額
助 成 期 間
支給限度額

事業主が算定期間中に助成金対象者（1人あたり）に支払った賃金に相当する額の１/４（中小企業は１/３）を助成
年２回、１年間（労働者の定着状況が良好な事業主の場合2年間）
１人につき年間120万円（各算定期間1人につき60万円）

：
：
：

3,000万円以上 5,000万円未満

5,000万円以上

1,000万円以上 3,000万円未満

※１中小企業事業主の場合は､初回の支給時にこれらの額の１/２の額を上乗せ。
　　ただし､創業の場合はこれにかかわらず､労働者の増加数２人から対象とするとともに､初回の支給時に（ ）内の額の倍額を支給

地域雇用開発助成金

300万円以上 1,000万円未満

設置・整備費用
３（２）～４人 ５～９人

対象労働者の増加人数　（ ）内は創業の場合のみ適用 ※１

１０～１９人 ２０人以上

50万円

（100万円）

60万円

（120万円）

90万円

（180万円）

120万円

（240万円）

80万円

（160万円）

100万円

（200万円）

150万円

（300万円）

200万円

（400万円）

150万円

（300万円）

200万円

（400万円）

300万円

（600万円）

400万円

（800万円）

300万円

（600万円）

400万円

（800万円）

600万円

（1,200万円）

800万円

（1,600万円）

地域雇用開発助成金
（沖縄若年者
雇用促進コース）

　同意雇用開発促進地域又は過疎等雇用改善地域に事業所の設置・整備を行い（対象費用1点あたり20万
円以上で、合計額300万円以上）、それに伴い当該地域に居住する求職者を3人（創業の場合は2人）以上雇
い入れる事業主に対し、雇い入れた対象労働者の数及び設置・整備に要した費用に応じて助成金が支給さ
れます（その他適用条件有）。

国際物流拠点地域うるま地区立地企業支援事業

国際物流拠点産業集積地域のうち旧特別自由貿易地域に立地する企業においては、輸送コストの削減や、連携企業の確保等が
課題となっています。
そのため、本事業により、立地企業に対するきめ細かなハンズオン支援を行い、生産性の向上や稼ぐ力の強化を図り、安定的操業
及び事業拡大につなげていきます。

（問合せ先：沖縄県商工労働部 企業立地推進課 TEL:098-866-2770）

沖縄実証実験支援プラットフォーム

支援内容：
①経営支援の専門家が、立地企業への訪問等によるヒアリングを
実施し、ニーズ分析から、施策提案、実行、検証、改善までの
PDCAサイクルに基づいた一貫した支援を行う。
②企業間連携や産学連携を促進するため、マッチング支援を実施
する。
③立地企業の輸送コストの低減や利便性向上に繋げるため、中城
湾港を活用した混載物流実証事業を実施する。
④うるま地区の認知度向上に繋がるような戦略的情報発信を行う。

（問合せ先：沖縄県商工労働部 企業立地推進課 TEL：098-866-2770）

概要：
沖縄県では、新技術の実証実験や社会実装等を積極的に行うテ

ストベッド・アイランドの形成に取り組んでいます。
沖縄総合事務局、沖縄県、市町村、金融機関、企業等の連携によ

り、事業者が沖縄県内で実施する実証実験を総合的に支援すること
で、沖縄からイノベーションが生まれ、優れたテクノロジーや企業の
集積を図ることを目的に、「沖縄実証実験支援プラットフォーム」（以
下「プラットフォーム」という。）を設置しました。

対象プロジェクト：
AIやIoT、ロボット、ビッグデータなどの先端技術等を活用して沖
縄県内で実施される社会課題等の解決に繋がる実証実験プロジェ
クトとします。

支援内容：
沖縄県内での実証実験の実施に向けた事業者への個別相談に対
応します。
また、提出された事業計画書及びヒアリング内容等を基に、プ

ラットフォームで対応が可能な支援内容を検討し、決定します。な
お、支援は以下を想定しています。
（1）公共施設等の実証実験フィールドの提供・斡旋
（2）実証実験モニター募集支援、実証実験の実施に係る地元調整
（3）規制対応に関する相談（国家戦略特区、サンドボックス制度の
　　  活用等）
（4）実証実験のPR支援（沖縄県HP等への掲載、共同発表等）
（5）その他、実証実験の実施に必要な支援

　- 2  実証実験に対する支援4

4　- 3  立地企業に対する支援

沖縄実証実験支援プラットフォーム

沖縄県
商工労働部

内閣府沖縄
総合事務局
経済産業部

沖縄県
企画部

沖産協会員
市町村

金融機関・
民間企業等

沖縄産業立地・地域活性化推進協議会＝沖産協

企業・民間団体等
AIやIoT、ロボット、ビックデータなどの
先端技術等を活用した実証実験

沖縄県内の
実施相談

相談への
個別対応

（4）沖縄UIターン就職サポートセンター
　沖縄県内での就職を希望する方への相談窓口として沖縄U・Iターン就職サポートセンターを沖縄（那覇）・
東京・大阪にオープンし、県内への就職・再就職を支援しています。
　センターでは、就職相談、沖縄県内の企業情報、移住情報、各エリアで予定されている就職イベントの情報
提供などを実施しており、専門の相談員が沖縄県内就職をサポートしています。

お問い合わせ

「りっか沖縄」
U・Iターン事業ナビサイト

県内企業等県外学生等
UJIターン希望者 県内企業へ就職

イメージ図

相談窓口
（委託先事業者）

委託

沖縄県

就職等相談 求人登録
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-１人材確保・人材育成に対する支援4 -３立地企業に対する支援4-２実証実験に対する支援4-１人材確保・人材育成に対する支援4

（2）地域雇用開発助成金（地域雇用開発コース）  （ 問合せ先：沖縄助成金センター TEL.098-868-1606）

支 給 額
助 成 期 間

規定額（50万円～800万円）/年
年１回、最大３年間

：
：

フロー図（上記2.3.共通）

④支給決定・支給

雇用主

②完了届提出
（設備投資・新規雇用完了後）

①計画書※提出
③支払要件の確認通知

沖縄助成金センター
又は

管轄公共職業安定所
沖縄労働局

※事業所（事業所における施設・設備）の設置、整備及び、雇い入れに関する計画書のこと。

　沖縄県において事業所の設置・整備を行い（費用が契約１件あたり20万円以上で、合計額が300万円（中小企
業は100万円）以上）、それに伴い県内に居住する35歳未満の若年求職者を３人以上雇入れ、その定着を図る事
業主に対し、支給した賃金の一部が助成されます。対象若年労働者を３人以上雇い入れ、更に沖縄県内に居住す
る新規学卒労働者を雇い入れる場合、新規学卒者も助成対象となる場合があります（その他適用条件有）。

（3）地域雇用開発助成金（沖縄若年者雇用促進コース）  （ 問合せ先：沖縄助成金センター TEL.098-868-1606）

※注意事項：計画書提出から完了日までに納品・引渡・支払いが済んでいるもの及び、この間に雇入れた者が対象となります。

支 給 額
助 成 期 間
支給限度額

事業主が算定期間中に助成金対象者（1人あたり）に支払った賃金に相当する額の１/４（中小企業は１/３）を助成
年２回、１年間（労働者の定着状況が良好な事業主の場合2年間）
１人につき年間120万円（各算定期間1人につき60万円）

：
：
：

3,000万円以上 5,000万円未満

5,000万円以上

1,000万円以上 3,000万円未満

※１中小企業事業主の場合は､初回の支給時にこれらの額の１/２の額を上乗せ。
　　ただし､創業の場合はこれにかかわらず､労働者の増加数２人から対象とするとともに､初回の支給時に（ ）内の額の倍額を支給

地域雇用開発助成金

300万円以上 1,000万円未満

設置・整備費用
３（２）～４人 ５～９人

対象労働者の増加人数　（ ）内は創業の場合のみ適用 ※１

１０～１９人 ２０人以上

50万円

（100万円）

60万円

（120万円）

90万円

（180万円）

120万円

（240万円）

80万円

（160万円）

100万円

（200万円）

150万円

（300万円）

200万円

（400万円）

150万円

（300万円）

200万円

（400万円）

300万円

（600万円）

400万円

（800万円）

300万円

（600万円）

400万円

（800万円）

600万円

（1,200万円）

800万円

（1,600万円）

地域雇用開発助成金
（沖縄若年者
雇用促進コース）

　同意雇用開発促進地域又は過疎等雇用改善地域に事業所の設置・整備を行い（対象費用1点あたり20万
円以上で、合計額300万円以上）、それに伴い当該地域に居住する求職者を3人（創業の場合は2人）以上雇
い入れる事業主に対し、雇い入れた対象労働者の数及び設置・整備に要した費用に応じて助成金が支給さ
れます（その他適用条件有）。

国際物流拠点地域うるま地区立地企業支援事業

国際物流拠点産業集積地域のうち旧特別自由貿易地域に立地する企業においては、輸送コストの削減や、連携企業の確保等が
課題となっています。
そのため、本事業により、立地企業に対するきめ細かなハンズオン支援を行い、生産性の向上や稼ぐ力の強化を図り、安定的操業
及び事業拡大につなげていきます。

（問合せ先：沖縄県商工労働部 企業立地推進課 TEL:098-866-2770）

沖縄実証実験支援プラットフォーム

支援内容：
①経営支援の専門家が、立地企業への訪問等によるヒアリングを
実施し、ニーズ分析から、施策提案、実行、検証、改善までの
PDCAサイクルに基づいた一貫した支援を行う。
②企業間連携や産学連携を促進するため、マッチング支援を実施
する。
③立地企業の輸送コストの低減や利便性向上に繋げるため、中城
湾港を活用した混載物流実証事業を実施する。
④うるま地区の認知度向上に繋がるような戦略的情報発信を行う。

（問合せ先：沖縄県商工労働部 企業立地推進課 TEL：098-866-2770）

概要：
沖縄県では、新技術の実証実験や社会実装等を積極的に行うテ

ストベッド・アイランドの形成に取り組んでいます。
沖縄総合事務局、沖縄県、市町村、金融機関、企業等の連携によ

り、事業者が沖縄県内で実施する実証実験を総合的に支援すること
で、沖縄からイノベーションが生まれ、優れたテクノロジーや企業の
集積を図ることを目的に、「沖縄実証実験支援プラットフォーム」（以
下「プラットフォーム」という。）を設置しました。

対象プロジェクト：
AIやIoT、ロボット、ビッグデータなどの先端技術等を活用して沖
縄県内で実施される社会課題等の解決に繋がる実証実験プロジェ
クトとします。

支援内容：
沖縄県内での実証実験の実施に向けた事業者への個別相談に対
応します。
また、提出された事業計画書及びヒアリング内容等を基に、プ

ラットフォームで対応が可能な支援内容を検討し、決定します。な
お、支援は以下を想定しています。
（1）公共施設等の実証実験フィールドの提供・斡旋
（2）実証実験モニター募集支援、実証実験の実施に係る地元調整
（3）規制対応に関する相談（国家戦略特区、サンドボックス制度の
　　  活用等）
（4）実証実験のPR支援（沖縄県HP等への掲載、共同発表等）
（5）その他、実証実験の実施に必要な支援

　- 2  実証実験に対する支援4

4　- 3  立地企業に対する支援

沖縄実証実験支援プラットフォーム

沖縄県
商工労働部

内閣府沖縄
総合事務局
経済産業部

沖縄県
企画部

沖産協会員
市町村

金融機関・
民間企業等

沖縄産業立地・地域活性化推進協議会＝沖産協

企業・民間団体等
AIやIoT、ロボット、ビックデータなどの
先端技術等を活用した実証実験

沖縄県内の
実施相談

相談への
個別対応

（4）沖縄UIターン就職サポートセンター
　沖縄県内での就職を希望する方への相談窓口として沖縄U・Iターン就職サポートセンターを沖縄（那覇）・
東京・大阪にオープンし、県内への就職・再就職を支援しています。
　センターでは、就職相談、沖縄県内の企業情報、移住情報、各エリアで予定されている就職イベントの情報
提供などを実施しており、専門の相談員が沖縄県内就職をサポートしています。

お問い合わせ

「りっか沖縄」
U・Iターン事業ナビサイト

県内企業等県外学生等
UJIターン希望者 県内企業へ就職

イメージ図

相談窓口
（委託先事業者）

委託

沖縄県

就職等相談 求人登録
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　- 5  輸送費に対する支援4

　- 4  初期投資軽減のための支援4

利用対象事業者
対 象 貨 物
対 象 仕 向 地
利用方法、利用条件、補助額等：沖縄県による利用登録承認を受けている貨物利用運送事業者にお問い合わせください。

（沖縄県グローバルマーケット戦略課ホームページに掲載）

生産者、製造事業者、商社等卸業者、流通業者、貨物利用運送業者
農産物、畜産物、水産物、加工食品、化粧品、工芸品、精密機械等
香港、上海、バンコク、シンガポール、クアラルンプール、台北、ソウル、その他

：
：
：

航空コンテナスペース利用促進事業
沖縄県では、那覇空港の航空物流ネットワークの構築に向けて、沖縄から海外へ輸出する貨物に係る航空運賃に
対して航空会社を通じた補助を実施しています。

※上記のほかにも事業の種類、資金の使いみちによって、さまざまな融資制度があります。
※詳細については、沖縄振興開発金融公庫のHPをご覧いただくか、お電話にてご相談ください。

沖縄振興開発金融公庫の融資制度
　国際物流拠点産業集積地域又は産業イノベーション促進地域内において事業を行うために必要な資金を融資します。

資金名 問合せ先

産業開発資金

中小企業資金

生業資金

限度額

所要資金の７割

７億2,000万円

7,200万円

融資第一部　産 業 開 発 融 資 班　TEL：098-941-1765

融資第二部　中小企業融資第一班　TEL：098-941-1785

融資第二部　中小企業融資第二班　TEL：098-941-1795

返済期間

25年以内

20年以内

沖縄振興開発金融公庫

航空コンテナスペース
利用促進事業

-６ 沖縄県産業振興公社 支援サービス-５ 輸送費に対する支援4-４ 初期投資軽減のための支援4 4

～新たな事業展開・新商品の開発を目指す中小企業者、創業を目指す方へ～
　沖縄県産業振興公社では、専門家による窓口相談（経営課題、創業等）、設備貸与、新事業創出支援、海外展開、人材育成など、
さまざまな支援メニューでがんばる県内企業者の皆様を応援します。どこに相談したらいいかわからないと悩んでいる中小企業
者等の皆様、随時、電話、メール、来訪、オンラインにてご相談を受け付けていますので、どなたでもお気軽にご相談ください。

　- 6  沖縄県産業振興公社 支援サービス4
沖縄県産業振興公社

沖縄県産業
振興公社 奥武山公園

イオン那覇CS
那覇西高校

那覇空港

那覇空港

漫湖

漫湖公園

那覇バスターミナル

那覇中央郵便局

那覇そば

赤嶺駅
小禄駅

奥武山公園駅

壺川駅

旭橋駅

330

221

■公社位置図

公益財団法人 沖縄県産業振興公社
〒901-0152  沖縄県那覇市字小禄 1831番地1
(沖縄産業支援センター 4階)  TEL：098-859-6255

海
外
展
開
支
援

研
究
開
発
等
支
援

各
種
相
談
支
援

物流高度化推進事業
098-851-7515

沖縄特区・地域税制等
活用促進事業
098-894-6377

製造業県内
発注促進事業
098-851-8760

産業振興課
098-859-6239

海外・ビジネス支援課
098-859-6238

アジア・ビジネス・
ネットワーク事業
098-894-6288

物流なんでも相談窓口（物流対策総合支援事業）
沖縄の物流課題に関する企業の主体的な取組みを促進するため、無料の相談窓口を設置し、物流に関する
アドバイス、情報の提供及び改善提案等を行います。

沖縄特区・地域税制等活用促進事業
県内外の事業者が、県内において設備投資をすると税制等の優遇措置を受けることができる場合がありま
す。公社では「沖縄特区・地域税制活用ワンストップ相談窓口」を設置し、情報提供、相談、申請書の作
成支援等を行います。

製造業県内発注促進事業
県内製造業の受発注取引を促進するため、県外に発注している取引や新規の取引先を探している加工工程
等について、県内製造事業者とのマッチングや受注に向けたフォローアップ支援を行います。

産学官連携製品開発支援事業
県内企業を中心とした製品開発共同体(産学官連携、産産連携)が行う付加価値の高い製品開発に要する費用
に対して補助を行うとともに、採択企業の課題に応じた支援を実施します。

沖縄国際物流ハブ活用推進事業（渡航支援・招聘支援）
沖縄国際物流ハブの活用による沖縄県産品の海外販路拡大を図る為、アジア地域を主とした海外における
物産展および見本市等への出展、商談会等にかかる渡航または海外からのバイヤー招聘にかかる費用の一
部を補助します。

アジア・ビジネス・ネットワーク事業
県内企業・団体等が、ビジネス拡大のための海外企業・団体等とのネットワーク構築をサポートします。
また、海外企業等が、県内において投資や立地、商取引を行おうとする際のサポートをします。

利用の流れ ※県による利用承認を受けている事業者

運賃補助のイメージ 補助活用例

補助
あり

補助
なし

沖縄
―海外

沖縄
―首都圏
―海外

地方
―沖縄
―海外

航空運賃 燃油サーチャージ
通関・諸費用

航空運賃 県補助 航空
運賃

燃油サーチャージ
通関・諸費用

事
業
者

※

貨
物
利
用
運
送
事
業
者

※

航
空
会
社

沖
縄
県

輸送依頼

航空運賃支払い
＋

燃油サーチャージ
通関•諸費用

輸送利用

航空運賃補助

航空運賃支払い
＋

燃油サーチャージ

沖縄

沖縄 首都圏

海外

沖縄 海外

海外

地方／首都圏
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　- 5  輸送費に対する支援4

　- 4  初期投資軽減のための支援4

利用対象事業者
対 象 貨 物
対 象 仕 向 地
利用方法、利用条件、補助額等：沖縄県による利用登録承認を受けている貨物利用運送事業者にお問い合わせください。

（沖縄県グローバルマーケット戦略課ホームページに掲載）

生産者、製造事業者、商社等卸業者、流通業者、貨物利用運送業者
農産物、畜産物、水産物、加工食品、化粧品、工芸品、精密機械等
香港、上海、バンコク、シンガポール、クアラルンプール、台北、ソウル、その他

：
：
：

航空コンテナスペース利用促進事業
沖縄県では、那覇空港の航空物流ネットワークの構築に向けて、沖縄から海外へ輸出する貨物に係る航空運賃に
対して航空会社を通じた補助を実施しています。

※上記のほかにも事業の種類、資金の使いみちによって、さまざまな融資制度があります。
※詳細については、沖縄振興開発金融公庫のHPをご覧いただくか、お電話にてご相談ください。

沖縄振興開発金融公庫の融資制度
　国際物流拠点産業集積地域又は産業イノベーション促進地域内において事業を行うために必要な資金を融資します。

資金名 問合せ先

産業開発資金

中小企業資金

生業資金

限度額

所要資金の７割

７億2,000万円

7,200万円

融資第一部　産 業 開 発 融 資 班　TEL：098-941-1765

融資第二部　中小企業融資第一班　TEL：098-941-1785

融資第二部　中小企業融資第二班　TEL：098-941-1795

返済期間

25年以内

20年以内

沖縄振興開発金融公庫

航空コンテナスペース
利用促進事業

-６ 沖縄県産業振興公社 支援サービス-５ 輸送費に対する支援4-４ 初期投資軽減のための支援4 4

～新たな事業展開・新商品の開発を目指す中小企業者、創業を目指す方へ～
　沖縄県産業振興公社では、専門家による窓口相談（経営課題、創業等）、設備貸与、新事業創出支援、海外展開、人材育成など、
さまざまな支援メニューでがんばる県内企業者の皆様を応援します。どこに相談したらいいかわからないと悩んでいる中小企業
者等の皆様、随時、電話、メール、来訪、オンラインにてご相談を受け付けていますので、どなたでもお気軽にご相談ください。

　- 6  沖縄県産業振興公社 支援サービス4
沖縄県産業振興公社

沖縄県産業
振興公社 奥武山公園

イオン那覇CS
那覇西高校

那覇空港

那覇空港

漫湖

漫湖公園

那覇バスターミナル

那覇中央郵便局

那覇そば

赤嶺駅
小禄駅

奥武山公園駅

壺川駅

旭橋駅

330

221

■公社位置図

公益財団法人 沖縄県産業振興公社
〒901-0152  沖縄県那覇市字小禄 1831番地1
(沖縄産業支援センター 4階)  TEL：098-859-6255

海
外
展
開
支
援

研
究
開
発
等
支
援

各
種
相
談
支
援

物流高度化推進事業
098-851-7515

沖縄特区・地域税制等
活用促進事業
098-894-6377

製造業県内
発注促進事業
098-851-8760

産業振興課
098-859-6239

海外・ビジネス支援課
098-859-6238

アジア・ビジネス・
ネットワーク事業
098-894-6288

物流なんでも相談窓口（物流対策総合支援事業）
沖縄の物流課題に関する企業の主体的な取組みを促進するため、無料の相談窓口を設置し、物流に関する
アドバイス、情報の提供及び改善提案等を行います。

沖縄特区・地域税制等活用促進事業
県内外の事業者が、県内において設備投資をすると税制等の優遇措置を受けることができる場合がありま
す。公社では「沖縄特区・地域税制活用ワンストップ相談窓口」を設置し、情報提供、相談、申請書の作
成支援等を行います。

製造業県内発注促進事業
県内製造業の受発注取引を促進するため、県外に発注している取引や新規の取引先を探している加工工程
等について、県内製造事業者とのマッチングや受注に向けたフォローアップ支援を行います。

産学官連携製品開発支援事業
県内企業を中心とした製品開発共同体(産学官連携、産産連携)が行う付加価値の高い製品開発に要する費用
に対して補助を行うとともに、採択企業の課題に応じた支援を実施します。

沖縄国際物流ハブ活用推進事業（渡航支援・招聘支援）
沖縄国際物流ハブの活用による沖縄県産品の海外販路拡大を図る為、アジア地域を主とした海外における
物産展および見本市等への出展、商談会等にかかる渡航または海外からのバイヤー招聘にかかる費用の一
部を補助します。

アジア・ビジネス・ネットワーク事業
県内企業・団体等が、ビジネス拡大のための海外企業・団体等とのネットワーク構築をサポートします。
また、海外企業等が、県内において投資や立地、商取引を行おうとする際のサポートをします。

利用の流れ ※県による利用承認を受けている事業者

運賃補助のイメージ 補助活用例

補助
あり

補助
なし

沖縄
―海外

沖縄
―首都圏
―海外

地方
―沖縄
―海外

航空運賃 燃油サーチャージ
通関・諸費用

航空運賃 県補助 航空
運賃

燃油サーチャージ
通関・諸費用
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航空運賃支払い
＋

燃油サーチャージ
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輸送利用

航空運賃補助

航空運賃支払い
＋

燃油サーチャージ

沖縄

沖縄 首都圏

海外

沖縄 海外

海外

地方／首都圏
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-７沖縄県工業技術センター支援サービス4 経済特区における税制特例5

※1 国税の特例措置は、各年度毎にいずれか１つを選択。　
※2 事業所税は地方税法附則第33条に基づく。それ以外は国による減収補填措置を前提に、
　   県及び市町村が条例により措置。

対象事業・施設

事業税

不動産取得税

固定資産税

事業所税（那覇市のみ）

所得控除

投資税額控除

特別償却

エンジェル税制

地
方
税

国
税
＊1

＊2

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

ー ー

○ ○

○ ○

産業イノベーション
促進地域

国際物流拠点
産業集積地域

ー ○

①製造業
②道路貨物運送業
③倉庫業
④卸売業
⑤デザイン業
⑥自然科学研究所
⑦電気業（一定の要件あり）
⑧特定のガス供給業
⑨こん包業
⑩機械修理業
⑪機械設計業
⑫非破壊検査業
⑬商品検査業
⑭計量証明業
⑮経営コンサルタント業
⑯エンジニアリング業
⑰研究開発支援検査分析業
※⑨～⑰は税制以外の特例制度のみ対象

①製造業
②特定の機械等修理業
③特定の無店舗小売業
④倉庫業
⑤航空機整備業
⑥道路貨物運送業
⑦特定の不動産賃貸業
⑧卸売業
⑨こん包業
※⑨は税制以外の特例制度の
み対象
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①金融関連産業
②情報通信関連産業
③観光関連産業
④農業・
　水産養殖業
⑤製造業
⑥経営コンサル
　タント業

3

ー

○

○

○

○

○

○

○

沖縄振興特別措置法に基づく特区・地域制度
　沖縄では、県外からの立地企業や、地場産業を営む県内企業が活
用できるさまざまな制度が用意されています。他県にはない高率の
所得控除（最大40%）や設備投資を促進する課税の特例等の優遇が
あります。

産業イノベーション促進地域県内全域

国際物流拠点産業集積地域

南城市

八重瀬町

与那原町

西原町

中城村

北中城村

金武町 宜野座村

本部町

今帰仁村 大宜味村

国頭村

東村

伊江村

北谷町 沖縄市

嘉手納町

読谷村

恩納村

名護市

うるま市

那覇市

浦添市

豊見城市

宜野湾市

糸満市

南風原町

※一般地域の法人税率は、財務省ホーム
ページ公表資料から引用（国税＋地方税）

※国際物流拠点産業集積地域の法人税率
は、「所得控除制度」を選択で試算（国税＋
地方税）

国際物流拠点産業
集積地域と一般
地域との法人課税の
実効税率比較

一般地域 国際物流拠点産業集積地域

■ 設立後5年間
■ 設立後6~10年間

10

20

30

40

50

0

税率（％）

※沖縄県試算

29.74

15.8 17.0

1市町村経済金融活性化特別地区

那覇空港

［交通アクセス］
那覇空港から約27km、
車で約45分
（沖縄自動車道を利用した場合）

許田IC

宜野座IC

金武IC屋嘉IC石川 IC

北中城 IC

西原IC

那覇IC
西原JCT

南風原北IC
南風原南IC

豊見城 IC豊見城・
名嘉地IC

沖縄特区・地域税制活用
ワンストップ相談窓口 ：
 TEL.098-894-6377

E-mail:okitoku@okinawa-ric.or.jp

税制活用についての詳細は
「沖縄特区・地域税制活用ワンストップ相談窓口」

までご相談ください。

沖縄自動車道
那覇空港自動車道

経済特区における税制特例5
（1）企業連携共同研究開発支援事業
　企業が直面している技術的課題に対して沖縄県工業技術センターとの共同研究により解決を図ります。

事業対象：県内の中小企業者等
支援内容：企業単独では困難な、新技術・新製品の開発や製造

工程の改良・改善技術の確立、技術課題の解決等
　　　　  ○企業等には、研究に必要な費用（消耗品、旅費等）

の１/２以上を負担して頂きます。
　　　　  ○おおよその目安は30～200万円／テーマ（企業負

担分15～100万円）です。
そ の 他：詳細については、工業技術センターのＨＰをご覧い

ただくか、お電話にてお問い合わせください。

　製造業等地域産業の生産性や品質向上、製品開発等を支援するため、企業が直面している技術的課題を把握し、
工業技術センターが保有する技術、研究成果、情報等を活用して課題の解決を図ります。

事業対象：県内の中小企業者及び創業予定者
支援内容：1）技術相談（無料）

製品開発や品質向上など技術的な課題について、電話、E-mailあるいは来所いただき、専門の相談員が相談に応じ
ます。

　　　　  2）研修生受入
　　　　　  分析技術の取得、製品開発のための試作などを目的として研修生を受け入れます。
　　　　  3）依頼試験（有料）
　　　　　  製品の品質管理や製品開発に必要な分析を依頼試験として行っています。
　　　　  4）機器の開放（有料）

原料の加工試験、品質管理のための分析などを行う際、工業技術センターの保有する加工機や分析機器を利用する
ことができます。

　　　　  5）技術講習会の開催
　　　　　  試験、分析技術、溶接、食品加工、衛生管理技術など専門分野の技術講習会を開催します。

　- 7  沖縄県工業技術センター支援サービス
～技術的課題の解決を沖縄県が支援します～  （問い合わせ先：工業技術センター　098-929-0111）
　沖縄県工業技術センターでは企業からの様々な技術相談を受け付けており、当センターとの共同研究や技術情報の提供、技術
指導などを通して、企業の技術的課題解決のための支援を行っております。技術的課題でお悩みの方はまずはご相談下さい。

（2）工業技術支援事業

　㈱アコールでは、これまで手作業で行っていたステンレス鋼板の節目加工の自動化
に取り組みましたが、目視で行っている表面性状の評価をいかに数値化するかが課題
となりました。
　相談を受けた工業技術センターは、節目加工を行うとステンレス鋼板表面の見た目
の色に変化が生じることに着目。色彩色差計による定量的評価の実施を提案したとこ
ろ、作業者が感覚的に行っている表面性状の評価を数値化することができるようにな
りました。

会  社  名：㈱アコール
業　　種：金属製品製造業
事業内容：金属製品の設計・製造

進出企業の支援事例

留 意 点：詳細については、工業技術センターのＨＰをご覧いただくか、お電話にてご相談ください。

4

工業技術センター

企業連携共同研究
開発支援事業

商工労働部
工業技術センター

※経費負担：企業1/2以上、
県1/2以内

企業 工業技術センター

共同研究課題の公募

共同研究課題の応募

共同研究の実施

テーマの採択
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